
 

 

 

 

  

 

 

電気供給業のうち発電事業及び小売電気事業に係る法人事業税について、下記のとおり

課税方式を見直すこととされました。 

税率区分 改正前  改正後 

資本金１億円超の普通法人 
〈収入割〉 

１.０％ 
⇒ 

〈収入割〉 

０.７５％ 

〈付加価値割〉 

０.３７％ 

〈資本割〉 

０.１５％ 

資本金１億円以下の普通法人等 
〈収入割〉 

１.０％ 
⇒ 

〈収入割〉 

０.７５％ 

〈所得割〉 

１.８５％ 

 

   また、この見直しに伴い、当該法人に係る特別法人事業税は下記のとおりとなります。 

 基準法人収入割額 × ４０％（税率）  

 

 

 

 

地方創生応援税制（企業版ふるさと納税）について、その適用期限を５年間延長（令和

６年度まで）するとともに、下記のとおり税額控除割合を引き上げることとされました。 

税目 改正前  改正後 

法人県民税（法人税割） ２.９％ ⇒ ５.７％ 

法人事業税 １０％ ⇒ ２０％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

令和２年度税制改正について 

（法人県民税、法人事業税、特別法人事業税） 

山形県税政課 

Ⅰ 電気供給業に係る法人事業税の収入金額課税の見直し 

 【令和２年４月１日以後に開始する事業年度から適用】 

 

Ⅱ 地方創生応援税制（企業版ふるさと納税）の拡充等 

  【令和２年４月１日以後に開始する事業年度から適用】 

損金算入（約３割） 

国税＋地方税 

（約２割） 

法人住民税＋法人税 

（約１割） 

法人 

事業税 

（約２割） 

法人事業税 

（約４割） 

法人住民税＋法人税 

損金算入（約３割） 

国税＋地方税 

３割 

６割 

○現行 

◎改正後 

寄附額 

拡充のイメージ 

※ 損金算入措置（約３割）と併せて最大で寄附金額の約９割の負担軽減 


